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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　回転軸との間に油膜が形成され、該回転軸と連れ回りするコンプレッサ側フローティン
グ軸受及び排気タービン側フローティング軸受によってターボチャージャの回転軸を支持
する軸受方法において、
　前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の
各々は、前記回転軸の軸方向において、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記
排気タービン側フローティング軸受の各々の給油孔の軸心に対して対称形状に形成され、
且つ、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸
受の各々の外周面は、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フ
ローティング軸受の各々の軸線方向が前記回転軸の中心軸線と一致している状態において
、軸受ハウジングの内周面に対して平行に形成され、
　前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の
各々に対して回転軸の軸方向に向う作用力を発生させ、前記コンプレッサ側フローティン
グ軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の回転軸方向両側に夫々設けら
れ、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受
の各々の回転軸方向の移動を規制する、前記軸受ハウジングの内周面に固定された、一対
の移動規制部材の内の一方の移動規制部材の側面に対し、該側面に相対するように配置さ
れた前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受
の各々の一側の側面を押し付ける押付工程と、
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　該一方の移動規制部材の側面、及び前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排
気タービン側フローティング軸受の各々の一側の側面の間に発生する摩擦力によって前記
コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の
回転速度を低減させ、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フ
ローティング軸受の各々の振動を抑制させる振動抑制工程と、からなり、
　前記作用力は、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フロー
ティング軸受の各々の一側の側面が前記一方の移動規制部材の側面に押し付けられた状態
において、前記軸受ハウジングに穿設された、前記回転軸の中心軸線に対して直交する方
向に延在する、給油孔の給油口における、前記回転軸の軸方向における前記一対の移動規
制部材の内の他方の移動規制部材側に位置する開口縁端が、前記コンプレッサ側フローテ
ィング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の他側の側面よりも前記他
方の移動規制部材側に位置するように、前記給油口を前記コンプレッサ側フローティング
軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の他側の側面寄りに偏在させ、前
記給油口から潤滑油を供給し、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気ター
ビン側フローティング軸受の各々の両側面に作用する潤滑油の油圧に差をもたせることに
よって発生されるものであることを特徴とするターボチャージャの回転軸の軸受方法。
【請求項２】
　回転軸との間に油膜が形成され、該回転軸と連れ回りするコンプレッサ側フローティン
グ軸受及び排気タービン側フローティング軸受を備えたターボチャージャの回転軸の軸受
装置において、
　前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の
各々の回転軸方向両側に夫々設けられ、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記
排気タービン側フローティング軸受の各々の回転軸方向の移動を規制する、軸受ハウジン
グの内周面に固定された、一対の移動規制部材と、
　前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の
各々に対して回転軸の軸方向に向う作用力を発生させる作用力発生手段と、を備え、
　前記一対の移動規制部材、及び前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タ
ービン側フローティング軸受の各々の回転軸方向両側の側面同士が夫々相対するように配
置され、前記作用力発生手段によって前記一対の移動規制部材の内の一方の移動規制部材
の側面に前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング
軸受の各々の一側の側面を押し付けるように構成し、
　前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の
各々は、前記回転軸の軸方向において、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記
排気タービン側フローティング軸受の各々の給油孔の軸心に対して対称形状に形成され、
且つ、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸
受の各々の外周面は、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン側フ
ローティング軸受の各々の軸線方向が前記回転軸の中心軸線と一致している状態において
、前記軸受ハウジングの内周面に対して平行に形成され、
　前記作用力発生手段が、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排気タービン
側フローティング軸受の各々の一側の側面が前記一方の移動規制部材の側面に押し付けら
れた状態において、前記軸受ハウジングに穿設された、前記回転軸の中心軸線に対して直
交する方向に延在する、給油孔の給油口における、前記回転軸の軸方向における前記一対
の移動規制部材の内の他方の移動規制部材側に位置する開口縁端が、前記コンプレッサ側
フローティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の他側の側面より
も前記他方の移動規制部材側に位置するように、前記給油口を前記コンプレッサ側フロー
ティング軸受及び前記排気タービン側フローティング軸受の各々の他側の側面寄りに偏在
させ、該給油口から潤滑油を供給し、前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記排
気タービン側フローティング軸受の各々の回転軸の軸方向両端に作用する潤滑油の油圧に
差をもたせるようにしたものであることを特徴とするターボチャージャの回転軸の軸受装
置。
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【請求項３】
　互いに押し付け合う移動規制部材及び前記コンプレッサ側フローティング軸受及び前記
排気タービン側フローティング軸受の各々の側面を形成する部位を耐摩耗性材で構成する
か、又は該側面に耐摩耗性の表面層を形成したことを特徴とする請求項２に記載のターボ
チャージャの回転軸の軸受装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、フローティング軸受を用いた高速回転軸、例えば、ターボチャージャの回転
軸等で、振動及び振動に起因した騒音を低減可能な軸受方法及び装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　高速回転軸を備えた装置のうち、小型のターボチャージャは、高速回転、軽荷重の回転
軸系であるため、振動が発生しやすく、発生した振動によって生じる騒音の問題がある。
回転軸が高速回転するほど、振動が大きくなり、騒音が発生しやすい。ターボチャージャ
の回転軸の軸受装置として、フローティング軸受と転がり軸受とがある。このうち、フロ
ーティング軸受は、回転軸を支承する軸受ブッシュを浮動させ、軸受ブッシュの内周面側
及び外周面側に油膜を形成し、軸受ブッシュが回転軸と連れ回りする方式の軸受装置であ
る。
【０００３】
　回転軸と軸受ブッシュとの間に油膜があると、油膜のダンピング効果により軸受ブッシ
ュに伝わる回転軸の振動を減衰できる。回転軸と軸受ブッシュ間に回転速度に差があると
、油膜により回転軸及び軸受ブッシュ間に剪断抵抗が生じる。フローティング軸受では、
軸受ブッシュを連れ回りさせることにより、回転軸と軸受ブッシュとの相対回転速度を低
減でき、回転軸に対する軸受ブッシュの剪断抵抗を低減できる。そのため、フローティン
グ軸受は、ターボチャージャの動力損失を低減できると共に、回転軸の振れ回り振動を吸
収する能力が高い。しかし、軸受ブッシュの回転速度が大きくなると、軸受ブッシュが油
膜圧により自励振動を起し、依然として騒音問題が起こる。
【０００４】
　特許文献１～３には、かかるフローティング軸受を備えたターボチャージャの構成が開
示されている。以下、ターボチャージャの一般的な構成を、特許文献３に開示された構成
例を参照して説明する。図８において、排気タービン１０２とコンプレッサ１０４とはタ
ービン軸１０６を介して一体に結合されている。タービン軸１０６は、中央寄りの２箇所
を軸受ハウジング１０８内に収容された排気タービン側フローティング軸受１１０及びコ
ンプレッサ側フローティング軸受１１２で回転自在に支承されている。なお、コンプレッ
サ側ハウジング及び排気タービン側ハウジングは、図示を省略されている。
【０００５】
　ターボチャージャ１００においては、排気タービン１０２に加わる中心軸線Ｃ方向のス
ラスト力と、コンプレッサ１０４に加わるスラスト力との差であるスラスト荷重Ｓが、図
の右方（排気タービン１０２側）に向けてタービン軸１２に加わる。スラスト軸受１１４
は、内周をタービン軸１０６に固定された排気タービン側スラストカラー１１６及びコン
プレッサ側スラストカラー１１８とで挟持されている。スラスト軸受１１４は、タービン
軸１０６と共に回転しながら、軸受ハウジング１０８に摺接してスラスト荷重Ｓを支承し
ている。タービン軸１０６は、中心軸線Ｃを中心にして回転する。
【０００６】
　軸受ハウジング１０８に給油通路１２０、１２２及び１２４が穿設されており、これら
給油通路を介して排気タービン側フローティング軸受１１０及びコンプレッサ側フローテ
ィング軸受１１２に潤滑油が供給される。また、排気タービン側フローティング軸受１１
０及びコンプレッサ側フローティング軸受１１２には、夫々半径方向に向けて複数の給油
孔１２６及び１２８が穿設されている。これによって、排気タービン側フローティング軸
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受１１０又はコンプレッサ側フローティング軸受１１２の内周面とタービン軸１０６の外
周面との間、及び排気タービン側フローティング軸受１１０又はコンプレッサ側フローテ
ィング軸受１１２の外周面と軸受ハウジング１０８の内周面との間に、潤滑油が供給され
る。
【０００７】
　排気タービン側で、軸受ハウジング１０８の内周面に刻設されたリング状の溝に、リン
グ状の止め輪１３０が嵌入固定されている。排気タービン側フローティング軸受１１０は
、排気タービン１０２のボス部１０２ａと、止め輪１３０とに挟まれて、タービン軸方向
の移動が規制される。同様に、コンプレッサ側で、軸受ハウジング１０８の内周面に刻設
されたリング状の溝にリング状の止め輪１３０が嵌入固定されている。コンプレッサ側フ
ローティング軸受１１２は、止め輪１３２とコンプレッサ側スラストカラー１１８とに挟
まれて、タービン軸方向の移動が規制される。
【０００８】
　かかる構成において、タービン軸１０６が回転すると、油膜圧により排気タービン側フ
ローティング軸受１１０及びコンプレッサ側フローティング軸受１１２が、これらの内外
周側に満たされた潤滑油から剪断力を受け、タービン軸１０６より低回転でタービン軸１
０６と共に連れ回りする。これらフローティング軸受の回転により、潤滑油の流れが促進
されると共に、タービン軸１０６との相対回転速度を低減できる。相対回転速度を低減で
きるので、タービン軸１０６に対するこれらフローティング軸受の剪断抵抗を低減でき、
ターボチャージャの動力損失を低減できると共に、回転軸の振れ回り振動を吸収できる。
【０００９】
　フローティング軸受は、図８に示すように、通常、排気タービン側とコンプレッサ側と
に夫々設けられる。特許文献１～３のうち、特許文献１及び２は、ターボチャージャの振
動を低減し、これによって発生する騒音を低減する手段を開示している。
【００１０】
　特許文献１に開示された騒音低減手段は、コンプレッサより重量が大きい排気タービン
側に配設されたフローティング軸受で、油膜の自励振動が大きくなることに着目し、排気
タービン側フローティング軸受で回転を規制する回転止め部材を設けたセミ・フローティ
ング軸受構造とする。これによって、排気タービン側フローティング軸受の油膜の自励振
動を抑制し、騒音の発生を抑制する。回転が規制されることによって、給油量が低減する
ため、排気タービン側フローティング軸受では発熱量が大きくなるが、排気タービン側フ
ローティング軸受に給油する給油通路の断面積をコンプレッサ側より大きくすることによ
って、給油量を確保し、冷却効果を高めるようにしている。
【００１１】
　特許文献２に開示された騒音低減手段は、コンプレッサ側フローティング軸受を収容す
る部分のハウジングの内径と、排気タービン側フローティング軸受を収容する部分のハウ
ジングの内径とを異ならせ、これら内径の差に対応するように、コンプレッサ側フローテ
ィング軸受の外径と、排気タービン側フローティング軸受の外径とを異なる外径とする。
これによって、コンプレッサ側フローティング軸受と排気タービン側フローティング軸受
との固有振動数に差異を生じさせ、両者を異なる挙動で振動させ、ターボチャージャの振
動モードを円筒振動モードから円錐振動モードに変えるようにすることで、回転軸の振動
を抑制するようにしている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【００１２】
【特許文献１】特開２００７－２８５２５２号公報
【特許文献２】特開２００８－２９１８１０号公報
【特許文献３】特開２００９－１９７７７２号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
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【００１３】
　特許文献１及び特許文献２に開示された騒音低減手段は、いずれもターボチャージャの
内部構成の大掛かりな変更を必要とする。また、特許文献１に開示された騒音低減手段は
、従来公知のセミ・フローティング軸受を採用したに留まるので、騒音低減効果をそれほ
ど期待できない。また、特許文献２に開示された騒音低減手段でもターボチャージャの振
動モードに変えることで、回転軸の振動を抑制しているが、振動そのものの発生をなくす
ことができず、騒音低減効果をそれほど期待できない。
【００１４】
　本発明は、かかる従来技術の課題に鑑み、簡易かつ低コストな手段で、ターボチャージ
ャの振動及び振動に起因した騒音の低減効果を向上させることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１５】
　かかる目的を達成するため、本発明の回転軸の軸受方法は、回転軸との間に油膜が形成
され、該回転軸と連れ回りするフローティング軸受によって回転軸を支持する軸受方法に
おいて、フローティング軸受に対して回転軸の軸方向に向う作用力を発生させ、フローテ
ィング軸受の回転軸方向移動を規制する移動規制部材の側面に対し、該側面に相対するよ
うに配置されたフローティング軸受の側面を押し付ける押付工程と、該規制部材及びフロ
ーティング軸受の側面間に発生する摩擦力によってフローティング軸受の回転速度を低減
させ、フローティング軸受の振動を抑制させる振動抑制工程と、からなるものである。
【００１６】
　フローティング軸受の回転速度が大きいと、フローティング軸受の自励振動が発生しや
すいため、本発明方法では、フローティング軸受に対して回転軸の軸方向に向う作用力を
発生させ、フローティング軸受及び移動規制部材の側面同士を摺接させ、側面同士で摩擦
させる。これによって、フローティング軸受の回転速度の低減効果を高め、フローティン
グ軸受の自励振動を抑制できる。そのため、回転軸の振動及びフローティング軸受の振動
に起因した騒音を大幅に低減できる。しかも、フローティング軸受に対して回転軸の軸方
向に向う作用力を発生させるだけの簡易かつ低コストな手段で実現できる。
【００１７】
　本発明方法において、前記作用力は、ハウジングに穿設されフローティング軸受の外周
面に向かって開口し、フローティング軸受の一方の側面寄りに偏在した給油口から潤滑油
を供給し、フローティング軸受の外周面にフローティング軸受の両側面に作用する潤滑油
の油圧に差をもたせることによって発生されるものであるとよい。これによって、ハウジ
ングに穿設される給油孔の開口の位置を変えるだけの簡単な手段で、ターボチャージャの
振動及び騒音を低減できる。
【００１８】
　本発明方法において、前記作用力は、フローティング軸受と移動規制部材とが相対する
一方の側面において、相対する側面の少なくとも一方に設けられくさび効果をもつ油膜圧
発生用凹部に流入した潤滑油によって発生するものであるとよい。これによって、フロー
ティング軸受と移動規制部材との相対する側面に、油膜圧発生用凹部を設けるだけの簡単
な手段で、ターボチャージャの振動及び騒音を低減できる。
【００１９】
　本発明方法において、前記作用力は、フローティング軸受の一側方に設けられた移動規
制部材に具備された弾性力発生機能で、フローティング軸受に弾性力を付加させることに
よって発生されるものであるとよい。これによって、フローティング軸受の他の側方に向
う作用力を発生できる。この手段では、別途新たな部材又は機器類を付加する必要がなく
、簡易な手段で、ターボチャージャの振動及び騒音を低減できる。
【００２０】
　また、前記本発明方法の実施に直接使用可能な本発明の回転軸の軸受装置は、回転軸と
の間に油膜が形成され、該回転軸と連れ回りするフローティング軸受を備えた回転軸の軸
受装置において、フローティング軸受の回転軸方向両側に設けられ、フローティング軸受
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の回転軸方向移動を規制する移動規制部材と、フローティング軸受に対して回転軸の軸方
向に向う作用力を発生させる作用力発生手段と、を備え、移動規制部材及びフローティン
グ軸受の側面同士が相対するように配置され、作用力発生手段によって一方の移動規制部
材の側面にフローティング軸受の側面を押し付け、該移動規制部材とフローティング軸受
との間に発生する摩擦力によってフローティング軸受の回転速度を低減するように構成し
たものである。
【００２１】
　本発明装置では、前記作用力発生手段によって、フローティング軸受に対して回転軸の
軸方向に向う作用力を発生させ、フローティング軸受及び移動規制部材の側面同士を摺接
させ、側面同士で摩擦させる。これによって、効果的にフローティング軸受の回転速度を
低減させ、フローティング軸受の自励振動を抑制できる。そのため、回転軸の振動及びフ
ローティング軸受の振動に起因した騒音を大幅に低減できる。しかも、別途新たな部材又
は機器類を付設する必要がなく、簡易かつ低コストで実現できる。
【００２２】
　本発明装置において、前記作用力発生手段が、ハウジングに穿設されフローティング軸
受の外周面に向かって開口する給油口をフローティング軸受の一方の側面寄りに偏在させ
、該給油口から潤滑油を供給し、フローティング軸受の回転軸の軸方向両端に作用する潤
滑油の油圧に差をもたせるようにしたものであるとよい。これによって、前記給油口の位
置を変えるだけの簡単な手段で、ターボチャージャの振動及び騒音を低減できる。
【００２３】
　本発明装置において、前記作用力発生手段が、フローティング軸受と移動規制部材とが
相対する一方の側面において、相対する側面の少なくとも一方に設けられくさび効果をも
つ油膜圧発生用凹部であって、該油膜圧発生用凹部に流入した潤滑油によって前記作用力
が発生するものであるとよい。これによって、これによって、フローティング軸受と移動
規制部材との相対する側面に、油膜圧発生用凹部を設けるだけの簡単な手段で、ターボチ
ャージャの振動及び騒音を低減できる。
【００２４】
　本発明装置において、前記作用力発生手段が、一方の移動規制部材がフローティング軸
受に対して弾性力を付与する弾性力付与機構を備え、該移動規制部材でフローティング軸
受に弾性力を付加させるものであるとよい。これによって、フローティング軸受の他の側
方に向う作用力を発生できる。このように、簡易な手段で、ターボチャージャの振動及び
騒音を低減できる。
【００２５】
　本発明装置において、互いに押し付け合う移動規制部材及びフローティング軸受の側面
を形成する部位を耐摩耗性材で構成するか、又は該側面に耐摩耗性の表面層を形成すると
よい。これによって、移動規制部材及びフローティング軸受の互いに摺接し合う側面の摩
耗を低減し、フローティング軸受を長寿命化できる。
【発明の効果】
【００２６】
　本発明方法によれば、回転軸との間に油膜が形成され、該回転軸と連れ回りするフロー
ティング軸受によって回転軸を支持する軸受方法において、フローティング軸受に対して
回転軸の軸方向に向う作用力を発生させ、フローティング軸受の回転軸方向移動を規制す
る移動規制部材の側面に対し、該側面に相対するように配置されたフローティング軸受の
側面を押し付ける押付工程と、該規制部材及びフローティング軸受の側面間に発生する摩
擦力によってフローティング軸受の回転速度を低減させ、フローティング軸受の振動を抑
制させる振動抑制工程と、からなるので、フローティング軸受の回転速度の低減効果を高
め、フローティング軸受の自励振動を抑制できる。そのため、回転軸の振動及びフローテ
ィング軸受の振動に起因した騒音を大幅に低減でき、しかも、簡易かつ低コストな手段で
実現できる。
【００２７】
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　また、本発明装置によれば、回転軸との間に油膜が形成され、該回転軸と連れ回りする
フローティング軸受を備えた回転軸の軸受装置において、フローティング軸受の回転軸方
向両側に設けられ、フローティング軸受の回転軸方向移動を規制する移動規制部材と、フ
ローティング軸受に対して回転軸の軸方向に向う作用力を発生させる作用力発生手段と、
を備え、移動規制部材及びフローティング軸受の側面同士が相対するように配置され、作
用力発生手段によって一方の移動規制部材の側面にフローティング軸受の側面を押し付け
、該移動規制部材とフローティング軸受との間に発生する摩擦力によってフローティング
軸受の回転速度を低減するように構成したので、前記本発明方法の同様の作用効果を得る
ことができる。
【図面の簡単な説明】
【００２８】
【図１】本発明方法及び装置の第１実施形態に係るフローティング軸受の正面視断面図で
ある。
【図２】本発明方法及び装置の第２実施形態に係るフローティング軸受の正面視断面図で
ある。
【図３】前記第２実施形態に係る軸受ブッシュの正面図である。
【図４】図３中のＡ－Ａ線に沿う断面及び油圧分布を示す説明図である。
【図５】図４に相当する別な断面構成を示す説明図である。
【図６】本発明方法及び装置の第３実施形態に係るフローティング軸受の正面視断面図で
ある。
【図７】図６のフローティング軸受を構成するバネ部材の斜視図である。
【図８】ターボチャージャの一般的な構成例を示す正面視断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００２９】
　以下、本発明を図に示した実施形態を用いて詳細に説明する。但し、この実施形態に記
載されている構成部品の寸法、材質、形状、その相対配置などは特に特定的な記載がない
限り、この発明の範囲をそれのみに限定する趣旨ではない。
【００３０】
（実施形態１）
　本発明の装置の第１実施形態を図１に基づいて説明する。図１に示すターボチャージャ
１０Ａにおいて、タービン軸１２の外周面１２ａと軸受ハウジング１４の内周面１４ａと
の間に、フローティング軸受１６が配置されている。フローティング軸受１６は、図８に
示すように、排気タービン側及びコンプレッサ側に２個配設されるが、本実施形態では、
排気タービン側に配設されたものとする。フローティング軸受１６は、短軸円筒円筒形状
をなし、その内周面１６ａが隙間をもってタービン軸１２の外周面１２ａに対面し、その
外周面１６ａが同じく隙間をもって軸受ハウジング１４の内周面１４ａに対面している。
フローティング軸受１６の両側面１６ｃ及び１６ｄは、互いに平行な平坦面をなす。
【００３１】
　フローティング軸受１６には、半径方向に向けられ、内周面１６ａ及び外周面１６ｂに
貫通する給油孔１８が周方向に複数穿設されている。フローティング軸受１６の両側には
、円盤形状の止め輪２０ａ及び２０ｂが軸受ハウジング１４に刻設された凹溝に嵌入固定
されている。止め輪２０ａの側面２２ａは、隙間をあけてフローティング軸受１６の右側
面１６ｃに対面し、止め輪２０ｂの側面２２ｂは、フローティング軸受１６の左側面２２
ｂに隙間をあけて対面している。軸受ハウジング１４には、潤滑油を軸受ハウジング１４
の内側隙間に供給する給油孔２４が穿設されている。軸受ハウジング１４に設けられた給
油孔２４の開口２４ａは、止め輪２０ａの内側近傍に配置されている。
【００３２】
　かかる構成において、給油孔２４から潤滑油が供給され、潤滑油が軸受ハウジング１４
の内周面１４ａとフローティング軸受１６の外周面１６ｂとの間に供給される。潤滑油の
一部は、給油孔１８を通ってフローティング軸受１６の内周面１６ａとタービン軸１２の
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外周面１２ａとの間に供給される。この状態でタービン軸１２が中心軸線Ｃを中心として
矢印ａ方向に高速回転する。軸受ハウジング１４とフローティング軸受１６との間、及び
フローティング軸受１６とタービン軸１２との間には油膜が形成されている。タービン軸
１２が回転すると、油膜の剪断力がフローティング軸受１６に作用し、フローティング軸
受１６がタービン軸１２より遅い回転速度でタービン軸１２と同方向（矢印ａ方向）に連
れ回りする。
【００３３】
　給油孔２４から止め輪２０ａの内側近傍に供給された潤滑油は、止め輪２０ａと側面２
２ａ間の隙間、及び側面２２ｂと止め輪２０ｂ間の隙間に流れ込む。開口２４ａが止め輪
２０ａの近傍に配置されているので、前者の隙間で後者の隙間より高い油圧を発生する。
その圧力差により、フローティング軸受１６に、中心軸線Ｃと平行な矢印方向の作用力Ｆ
が働く。この作用力Ｆによってフローティング軸受１６は止め輪２０ｂ側に押され、フロ
ーティング軸受１６の側面１６ｄが止め輪２０ｂの側面２２ｂに押圧する。
【００３４】
　これによって、側面１６ｄ及び側面２２ｂ間に摩擦力が働き、フローティング軸受１６
の回転速度が低減する。なお、通常、フローティング軸受１６は耐摩耗性が良い銅合金製
であり、止め輪２０ａ、２０ｂは鋼製である。側面１６ｄ及び側面２２ｂにさらに耐摩耗
性が良い表面処理、例えば、ＤＬＣ（ダイヤモンドライクカーボン）コーティング処理等
を施せば、これら側面の摩耗を抑え、フローティング軸受１６及び止め輪２０ｂの長寿命
化を達成できる。
【００３５】
　このように、フローティング軸受１６の回転速度を低減することで、フローティング軸
受１６の自励振動を抑制できる。これによって、ターボチャージャ１０Ａの振動及び振動
に起因した騒音を大幅に低減できる。また、既設のターボチャージャ１０Ａと比べて、給
油孔２４の配置を変えるだけの簡易な低コストな手段でこれを達成でき、新たな部材や機
器類の設置を要しない。
【００３６】
（実施形態２）
　次に、本発明装置の第２実施形態を図２～図５により説明する。図２に示すターボチャ
ージャ１０Ｂは、軸受ハウジング１４に設けられた給油孔３０の開口３０ａを、フローテ
ィング軸受１６の給油孔１８の開口に対面した位置に配置している。即ち、給油孔２４の
開口２４ａをフローティング軸受１６の中央に位置させている。この配置は従来のターボ
チャージャと同一である。
【００３７】
　また、本実施形態では、図３及び図４に示すように、フローティング軸受１６の側面１
６ｃに、周方向に複数（５個）の凹溝３２を刻設している。各凹溝３２間には、凹溝３２
以外の側面１６ｃと同一高さをなすランド部３４が形成されている。凹溝３２の断面形状
は、フローティング軸受１６の回転方向（矢印ａ方向）上流側に向かって、底面が浅くな
るテーパ面３２ａを形成している。一方、側面１６ｄは、従来のままの平坦面となってい
る。本実施形態のその他の構成は、前記第１実施形態と同一であり、同一の構成には同一
の符号を付している。
 
【００３８】
　本実施形態では、フローティング軸受１６の側面１６ｃに凹溝３２を形成しているため
、凹溝３２に流入した潤滑油ｒは、破線で示す矢印方向に向い、テーパ面３２ａを流れて
ランド部３４に至る。その間に潤滑油ｒはくさび作用で流体動圧を発生して、油膜圧Ｐを
高める。そのため、側面１６ｄ側と比べて油膜圧が大きくなり、側面１６ｄ側との間で油
圧の差が生じる。その圧力差により、フローティング軸受１６に、中心軸線Ｃと平行な矢
印方向の作用力Ｆが働く。この作用力Ｆによってフローティング軸受１６は止め輪２０ｂ
側に押され、フローティング軸受１６の側面１６ｄが止め輪２０ｂの側面２２ｂに押圧す
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る。
 
【００３９】
　これによって、側面１６ｄ及び側面２２ｂ間に摩擦力が働き、フローティング軸受１６
の回転速度が低減し、ターボチャージャ１０Ｂの振動及び騒音を低減できる。
　本実施形態によれば、フローティング軸受１６の一方の側面１６ｃのみに凹溝３２を設
けただけの簡単かつ低コストな手段で、ターボチャージャ１０Ｂの振動及び騒音を低減で
きる。
 
【００４０】
　図５は、フローティング軸受１６の側面１６ｃに設けられた凹溝の別な構成例を示す。
この凹溝３６は、底面が段差面３６ａを形成している。フローティング軸受１６が矢印ａ
方向に回転すると、潤滑油ｒは段差の深いほうから浅いほうへ流れ、絞り膜効果で流体動
圧を発生して、油膜圧Ｐを高める。そのため、側面１６ｄ側との間で油圧の差が発生し、
その圧力差により、フローティング軸受１６に、中心軸線Ｃと平行な矢印方向の力Ｆが働
く。
 
【００４１】
（実施形態３）
　次に、本発明方法及び装置の第３実施形態を図６及び図７により説明する。本実施形態
のターボチャージャ１０Ｃは、一方の止め輪２０ａを図７に示すリング形状のバネ部材４
０で構成されている。バネ部材４０は、四角断面を有し、端面４０ａ及び４０ｂが段差を
もって対接するように形成され、これによって、弾性力をもつことができる。そして、バ
ネ部材４０の弾性力をフローティング軸受１６に付加できるように、バネ部材４０がフロ
ーティング軸受１６の側面１６ｃの近傍に配置されている。その他の構成は第２実施形態
と同一である。
 
【００４２】
　本実施形態によれば、バネ部材４０の弾性力でフローティング軸受１６の両側面１６ｃ
、１６ｄ間に圧力差が発生する。この圧力差によってフローティング軸受１６の側面１６
ｄが止め輪２０ｂの側面２２ｂに押圧される。これによって、側面１６ｄ及び側面２２ｂ
間に摩擦力が働き、フローティング軸受１６の回転速度が低減し、ターボチャージャ１０
Ｃの振動及び騒音を低減できる。
　また、止め輪２０ａをバネ部材４０で構成しただけの簡単かつ低コストな手段で、ター
ボチャージャ１０Ｃの振動及び騒音を低減できる。
 
【００４３】
　なお、前記第１～第３実施形態で用いた各騒音低減手段は、適宜組み合わせて用いるこ
とができる。これによって、振動及び騒音の低減効果を一層高めることができる。
【産業上の利用可能性】
【００４４】
　本発明によれば、簡易かつ低コストな手段で、ターボチャージャの振動及び騒音を低減
できる。
【符号の説明】
【００４５】
　１０Ａ，１０Ｂ，１０Ｃ、１００　　ターボチャージャ
　１２，１０６　　　　　　タービン軸（回転軸）
　１２ａ、１６ｂ　　　　　外周面
　１４，１０８　　　　　　軸受ハウジング
　１４ａ、１６ａ　　　　　内周面
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　１６　　　　　　　　　　フローティング軸受
　１６ｃ、１６ｄ、２２ａ、２２ｂ　　側面
　１８，、２４、３０，１２６，１２８　　給油孔
　２０ａ，２０ｂ、１３０，１３２　　止め輪
　２４ａ、３０ａ　　　　　開口
　３２，３６　　　　　　　凹溝
　３２ａ　　　　　　　　　テーパ面
　３６ａ　　　　　　　　　段差面
　３８　　　　　　　　　　ランド部
　４０　　　　　　　　　　バネ部材
　４０ａ、４０ｂ　　　　　端面
　１０２　　　　　　　　　排気タービン
　１０２ａ　　　　　　　　ボス部
　１０４　　　　　　　　　コンプレッサ
　１１０　　　　　　　　　排気タービン側フローティング軸受
　１１２　　　　　　　　　コンプレッサ側フローティング軸受
　１１４　　　　　　　　　スラスト軸受
　１１６　　　　　　　　　排気タービン側スラストカラー
　１１８　　　　　　　　　コンプレッサ側スラストカラー
　１２０，１２２，１２４　　給油通路
　Ｃ　　　　　　　　　　　中心軸線
　Ｆ　　　　　　　　　　　作用力
　ａ　　　　　　　　　　　回転方向
　ｒ　　　　　　　　　　　潤滑油

【図１】 【図２】

【図３】
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【図５】

【図６】

【図７】

【図８】
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